
１．「職務」の成立要因

１―１．管理単位としての「職務」

アメリカ産業社会において，管理単位としての

「職務」（job）の存在は，今なお大きな意義をも

つ。それは，雇用・労働・管理の領域で，製造業

のみならず広くアメリカ産業社会を特徴づける要

因となっている。

ここでいう職務とは，個別的分業を人間の主体

的活動の側面から定義した概念であり，「職業」

（occupation），「職種」（trades）に次ぐ単位を意

味する。職務は，個々の労働者に分業分担された

労働者一人分の労働力を必要とし，一定の目的に

規定された「動作」（motion）から構成される一

群の「課業」（tasks）として定義される「職位」

（position）において，遂行に必要な知識・熟練・

責任・義務あるいは遂行上の困難度などの要因の

観点から類似する，もしくは事実上同一の種類や

程度のものを一単位として編成される管理単位で

ある。それは，「職務分析」（job analysis），「職務

記述書」（ job description），「職務明細書」（ job

specification）など，人事管理（Personnel Man-

agement）の諸技術により精密に定義され，しか

も労働組合との団体交渉により厳密に限定され

る１）。

もとより，職務は労働者を管理する立場から考

えられたものであり，先述したように端的に管理

単位である。しかし，管理される個々の労働者の

立場からすると，従事することになる労働の単位

でもある。こうした職務の形成および職務の細分

化は，「テイラー・システム」（Taylor system of

management）＝「科学的管理法」（Scientific Man-

agement）および「フォード・システム」（Ford

system of management）として企業経営に具体

化される個別的分業の延長上にある。したがっ

て，アダム・スミス（Adam Smith,１７２３～１７９０），

チャールズ・バベッジ（Charles Babbage,１７９１

～１８７１）以来の分業論の帰結，すなわち分業に基

づく労働生産力の増大や経済性の観点からその有

効性が評価され，アメリカ産業社会において広く

採用されてきた２）。

それゆえ，先述の意味における職務の成立は，
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こうした分業の観点から技術的に規定されている

ことを確認しておく必要がある。しかし，職務は

分業にのみ規定されているわけではない。職務

は，他面で技術的分業の結果に対する労働者・労

働組合の要求や運動に規定されているということ

も確認しておく必要がある。

すなわち，１９１０年代におけるフォード・シス

テムによる徹底した機械化・分業化の結果，職種

の解体を前提に工場現場にあらわれた細分化され

不熟練化された作業には，職務の原基形態として

の理論的・歴史的な意義をみとめるものである。

しかし，それをもって管理単位としての職務が成

立したと考えることは厳密にはできないであろ

う。管理単位としての職務は，１９３０年代後期の

自動車産業における産業別労働組合の確立による

大量の不熟練労働者の問題に対する労働組合側の

要求や実践的な対応の生起と，それに対する経営

側の人事管理上の対応策にその成立の契機を求め

なければならない。さらに，職務の成立・普及

は，職務分析，職務記述書，職務明細書など一連

の人事管理の諸技術が確立される１９５０年代以降

のことになると考えている。

本稿では，こうした問題意識に基づき，職務の

成立の過程を分業論および労働組合運動の展開と

の関連で検討し，とりわけ労働組合運動の観点か

ら若干の指摘をすることを課題としたい。

１―２．「職務」と個別的分業

１―２―１．分業の技術的側面と労働の生産力の増大

分業論の展開の嚆矢として重要な位置にある

A．スミスは，主著『国富論』（An Inquiry into the

Nature and Causes of the Wealth of Nations）で，

「労働の生産力の最大の改良（The greatest im-

provement in the productive powers of labour）

と，それがどこかにむけられたり，適用されたり

するさいの熟練，腕前，判断力の大部分は，分業

の結果であったように思われる」３）と述べ，分業

という命題を提示し，それを労働の生産力の改良

の観点から分析している。

分業の効果を社会の仕事全体のなかで具体的に

示すために，スミスは特定の製造業でそれがどの

ように作用しているかを考察する。有名なピン製

造の事例である。「きわめてささやかな製造業で

はあるが，そこでの分業がきわめてしばしば注目

されてきた製造業，すなわちピン製造の職業

（the trade of the pin-maker）から一例を取ってみ

よう。……（中略）

この仕事が今日おこなわれているやりかたで

は，仕事全体が一つの独自の職業であるだけでな

く，多数の部門に分割されていて，その大部分が

また同じように，独自の職業になっているのであ

る。１人は針金を引き伸ばし，別の１人はそれを

まっすぐにし，３人目はそれを切断し，４人目は

それをとがらせ，５人目は頭をつけるためにその

先端をけずる。……ピンを造るという重要な仕事

が，このようにして，約１８の別々の作業に分割

されているのであり，そのすべてが，別々の人手

によって行われている製造所もあるし，時には同

じ人がそのうちの二つか三つの作業を行うばあい

もあろう」４）。

こうした分業の結果，労働の生産力を増大する

ことが，次のように指摘される。「他のどんな手仕

事や製造業でも，分業の効果はこのきわめてささ

やかな製造業での効果と同様である。もっとも，

そのうちの多くでは労働をそれほどに細分する

（subdivided）ことも，作業をそれほどに単純化

（simplicity）することもできない。しかしながら

分業は，導入しうるかぎり，どの手仕事でも，そ

れに応じた労働の生産力の増大（increase of the

productive powers of labour）を引き起こす」５）。

分業はこのように，労働の生産力を増大する

が，その理由をスミスは３つにまとめている。

「分業の結果，同じ人数の人たちのなしうる仕事

の量が，このように大いに増加するのは，３つの

異なる事情による。第１に，すべての個々の職人

の腕前の向上，第２に，ある種類の仕事から別の

種類の仕事に移るさいに通常失われる時間の節

約，そして最後に，労働を容易にし，省略し，１

人で多人数の仕事ができるようにする，多数の機

械の発明による」６）。

職務は，以上のような労働の生産力の増大を目

的とする分業の技術的側面に規定されていること
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をまず確認しておきたい。

１―２―２．分業の社会的側面と労働力の低廉化

スミスの分業論をさらに精緻に展開したのは

C．バベッジである。彼は当時のイギリスにおけ

る製造業の工場の観察により，１８３２年に主著『機

械と製造業の経済論』（On the Economy of Machin-

ery and Manufactures）を刊行した。そこで展開さ

れているバベッジの分業論における特徴は次の２

点である。第１に，バベッジは，分業の技術的側

面だけではなく，その社会的側面をも分析してい

る。第２に，スミスの分業論が考察の対象として

いたのは肉体労働であったが，バベッジは精神労

働（mental labour）をも対象としたことである７）。

すなわち，分業の結果，工業製品の価格が安く

なるという説明には，次の原則を考慮しなければ

不完全であるとして，バベッジは次のように述べ

ている。その原則とは「実施されている仕事を，

それぞれ程度の異なる技能と能力を必要とする多

様な工程へと分割することにより，製造業者は，

工程ごとに必要な技能と能力の正確な数量を的確

に獲得することができる。他方，全ての仕事が１

人の労働者によって実施されている場合には，そ

の人は，作業において最も困難なことをやり遂げ

るのに十分な技能と，最も骨の折れることを果た

すことのできる十分な体力とを備えていなければ

ならない」８）。

ハリー・ブレイヴァマン（Harry Braverman）

は，「このたいへん重要な原理を別様に表現すれ

ば，労働力の売買に基づく社会では職業の分割

（dividing the craft）はその各部分を低廉化すると

いうことである」９）として分業による労働力の低

廉化の重要な論点を指摘している。

ブレイヴァマンは，こうした点を分業の社会的

側面であるとして，スミスの分業論が分業の技術

的側面を分析しているのと対比して，次のように

言及している。

「バベッジの原理は資本主義社会における分業

の発展にとって基本的なものである。それは，分

業の技術的側面ではなく，その社会的側面を説明

している。労働過程が分解されうるかぎり，それ

は，ある要素よりは単純であり，どの要素も全体

より単純であるような諸要素に分解されるであろ

う。市場の用語で述べるならば，このことは，労

働過程を遂行しうる労働力は，一人の労働者に統

合された能力としてよりも分解された諸要素とし

てのほうがより安価に購入されうるということを

意味する。バベッジの原理は，はじめは手工業

に，それから機械工業に適用され，ついには，ど

のような状況のもとであろうと，あるいはどのよ

うな熟練水準にあろうと，資本主義社会における

あらゆる形態の仕事を支配する基本的な力とな

る」１０）。

こうして肉体労働において展開される分業は，

肉体労働と精神労働との間で展開され，さらに，

精神労働の間においても同様に展開されることに

なる。もとより，こうした展開の推進動機は労働

力の低廉化である。それゆえ，分業は資本主義的

分業という特質をおびることになる。資本主義的

分業のもとで，労働の細分化・単純化はいっそう

進展する。

職務は，こうした分業による労働力の低廉化，

すなわち分業の経済性という社会的側面に規定さ

れていることも確認しておきたい。

２．「職務」の技術的分業構造と労働組合

２―１．「職務」の技術的分業構造

２―１―１．フォード・システムと職種の解体

職務は，職種の解体に起源を有するとされる。

職種の解体が，職種を構成する作業の細分化を意

味するのであれば，そうした職種の解体が大規模

に進展したのは，２０世紀初頭におけるアメリカ

の自動車産業での大量生産体制の確立の過程にお

いてである。それは，ヘンリー・フォード（Henry

Ford,１８６３～１９４７）が１９０３年に創立したフォー

ド社（Ford Motor Company）におけるモデルＴ

（Ford Model T）の大量生産の実現の過程に典型

的に見られるものである。フォード社では，創立

以来，小型大衆車生産に重点的に取り組んでいた

が，１９０７年に大量生産に適合的なモデル Tの開

発に成功し，翌１９０８年９月２７日にデトロイトの

「職務」の成立と労働組合

47



ピケット工場で最初の１台がラインオフした。

１９０９年にモデル Tのみに車種を限定して以来，

１９２７年５月２６日にハイランドパーク工場で生産

が終了するまで１,５００万台余が生産されている。

１９１０年に完成したハイランドパーク工場での

モデル Tの生産は，１９１４年１月には，全生産工

程規模での時間的強制進行性をもった流れ作業生

産によって特徴づけられる高度な段階に達した。

いわゆるフォード・システムの確立である。そこ

では製造される車種がモデル Tのみに限定され

るがゆえに，機械と工具の専用化および部品の標

準化が可能となり，そして時間研究・動作研究に

基づき個別作業ごとの作業内容と作業時間の標準

化が行われた。それまでは，労働者が一人で万能

機械（multipurpose machinery）を使用して行っ

ていた作業を分割して，単一目的機械（single

purpose machinery）すなわち専用機械を使用す

ることにより，多くの労働者を不熟練労働者であ

る単能工に置きかえていった。労働者は，所定の

専用機の前で，専用化された工具と標準化された

部品を使用して，標準化された方法・手順で，ベ

ルト・コンベアの速度に合わせて標準化された作

業を遂行すればよいだけの存在となっていた。他

方で，万能熟練工や万能職長が排他的に所有して

いた作業方法・手順などの裁量は不要なものとな

る１１）。分業はこのようにして一層深化してゆく

ことになる。ここに A．スミスの指摘する分業の

技術的側面を見ることができる。

こうした状況がすすむ過程で，フォード社は

１９１３年１０月１日に，新しい賃金体系である熟練

度等級賃金システム（Skill-wages classification

system）を導入し，労働者を熟練度に応じて７

つの階層に分類している。ところが，注目すべき

は，この賃金システムでは，フォード社の全ての

機械操作工と組立工がともに同一の階層に一括し

て分類されていることである。表１に示されてい

る等級 Cの作業員がそれである。

H．フォードとジョン．R．リー（John R.Lee）が

改革に取りかかったとき，賃率は職長の裁量によ

り設定されていたため，賃金体系は不合理なもの

であった。リーが１９１３年に調査したときには６５

種類もの多様な賃率があった。彼は，作業内容を

分析して，労働者を７種の区分に分類し，それに

基づいて賃金体系を確立した。すなわち，機械技

師（mechanics：工具制作工や金型制作工，万能

熟練工），作業長（sub-foremen），熟練作業員

（skilled operators），作業員（operators），補助員

（helpers），一般労働者（laborers），特別作業の

従事者（special：例えば連絡員など）である。

この賃金システムでは，管理・監督者を除く７

種の一般的な区分が設定され，その内の４つにお

いて，３つの下位区分が設定されている。すなわ

ち，職種を熟練度別に A～Eおよび Specialに分

類し，A～Dについては，Serviceおよび１～３の

下位区分のある体系である。B-Service, C-Service

はそれぞれ等級の上位の職種の仕事が可能である

者，A～Dの１は優秀な労働者，２は標準的な労

働者，３は初心者を表している。さらに，Cの職

種から Bへ，Bの職種から Aへという昇進も設

計されている１２）。

リーらは，全ての機械操作工と組立工を C等

級に分類していた。C等級の下位区分には，仕事

表１ １９１３年１０月時点でのフォード社従業員の熟練度
等級賃金システム

熟練等級 時間賃率 労働者数 職種 比率（％）

A―１ ．５１ ２ 機械技師・作業長 ２

A―２ ．４８ ４５

A―３ ．４３ ２７３

B―service ．４３ ５１ 熟練作業員 ２６

B―１ ．３８ ６０６

B―２ ．３４ １，４５７

B―３ ．３０ １，３１７

C―service ．３８ １９ 作業員 ５１

C―１ ．３４ ３４８

C―２ ．３０ ２，０７１

C―３ ．２６ ４，３１１

D―１ ．３４ ３１ 補助員

D―２ ．３０ １３７

D―３ ．２６ ４１６

E ．２６ ２，００３ 一般労働者

Special ．２３ ２０８ 特別作業の従事者

出典：Oliver J.Abell, “Labor Clssified on a Skill-Wages Basis,” Iron
Age ,９３（January１，１９１４）, p.４８and E.A.Rumley, “Mr.Ford’s
Plan to Share Profits,” World’s Work ,２７（April１９１４）, pp.６６５―
６６６. Stephen Meyer III, The Five Dollar Day : Labor Manage-
ment and Social Control in the Ford Motor Company, 1908 ―

1921 , State University of New York Press, Albany,１９８１, p.１０３.
より作成。
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を始めたばかりの初心者の等級がある。この C―３

等級で入職するものは皆，同一の賃金を受け取

る。この労働者が，平均的な技能をもつようにな

れば６週間で，彼の職長は一定の金額まで賃金を

増大し，技能に対する評価を C―２に上げること

が期待される。さらに，勤続期間が経過し，技能

が向上すれば C―１の評価を受け取ることにな

る１３）。このように，機械操作工や組立工はその

熟練度に相応する賃金は設定されてはいる。しか

し，機械操作工や組立工を構成する作業の内容に

即した詳細な分類はなされていないところに問題

がある。

熟練度等級賃金システムは，フォード社におけ

る労働者の職種や賃金の構造を合理化することを

目的としていた。すなわち，大量生産体制は

フォード社の伝統的な労働力構造を変えてしまっ

たので，その労働力の組織化や分類のためには新

しい方法や基準が必要となっていたのである。従

来の伝統的な職種の分類では，ハイランドパーク

工場に大規模に創出された不熟練労働者の分類に

適さないということが判明していたからであ

る１３）１４）。

１９１７年１月に，フォード社では機械化された

同社工場における職種に関して，さらに詳細な調

査をおこなった。その結果は，表２に示される

C．ライテル（Charles Reitell）による１９１２年から

１９２３年にかけて実施された自動車産業労働者の

職種の調査に基づいて分類された。表３がそれで

ある。

そこに見るように，１９１７年には，フォード社

工場の職種構造において，不熟練の単能工（un-

skilled specialists）が完全に多数を占めるように

なっていた。実際，これらの単能工は工場の総労

働者数の５５％以上にのぼっている。これら単能

工に分類される労働者の大多数は機械操作工と組

立工であり，１７,７４１人を数えた。ライテルは，こ

れら２種の職種は自動車産業の全労働者の３５％

から５５％を占めていると述べている。機械や作

業工程の設計には，多くの機械職人の熟練が必要

とされているが，機械化と分業の進展は，以前に

は多くの機械職人がもっていた熟練でさえ無意味

なものにしている。工場において，彼らが長期の

徒弟期間や労働の経験を通じて獲得した伝統的な

熟練は，以前の意味や価値の多くを確実に失って

いった。このように新しい産業技術と労働の細分

化は，自動車工場に特徴的な労働者として，ほと

んど伝統的な熟練を所有していないばかりか，そ

の労働に思考あるいは判断を必要としない単能工

の大規模な出現をもたらした１５）。

フォード・システムのもとで旧来の職種の解体

表２ アメリカ自動車産業における職種分類

Ａ「技術者」（technical workers）……課業，仕事の手順を計画，
開発，設計する従業員

Ｂ「職長」（foremen），「事務職」（clerks）……職場の様々な業務
のすべてを記録，製品の質と量を点検，生産の流れを監視す

る従業員

Ｃ「生産労働者」（production workers）……以下の６種に分類さ
れる

①「機械監視工」（machine tenders）……専用機械を操作する
労働者

②「組立工」（assemblers）……工具や機械的な器具を使い，
定められた標準動作にしたがって標準生産する労働者。彼

らの仕事は肉体労働（physical workers）である。
③「熟練労働者」（skilled workers）……未だに職能（craft）
あるいは職種（trades）をもっている労働者

④「検査工」（testers and inspectors）……作業の各段階で部
品の検査および完成品の検査をする労働者

⑤「補助労働者」（helpers）……熟練労働者を補助する労働者
⑥「一般労働者」（common laborers）……製品の運搬や工場
の清掃などに従事する労働者

出典：Charles Reitell, “Machinery and Its Effects upon the Workers
in the Automotive Industry,” Annals AAPSS ,１１６（November
１９２４）, pp.３７―４３. Stephen Meyer III, The Five Dollar Day : La-
bor Management and Social Control in the Ford Motor Com-
pany,1908―1921 , State University of New York Press, Albany,
１９８１, p.２０９. より作成。

表３ １９１７年１月時点でのフォード社従業員の職種分類

職種分類 人数 比率（%）

管理・監督者 １９８ ．４

職長 ２，５２３ ６．２

事務職 １，７１０ ４．２

検査工 １，５３３ ３．７

技術者 ５，３９１ １３．２

熟練職種 １，００３ ２．４

単能工 ２２，６５２ ５５．３

不熟練労働者 ５，９８６ １４．６

総計 ４０，９９６ １００．００

出典：Stephen Meyer III, The Five Dollar Day : Labor Management
and Social Control in the Ford Motor Company, 1908 ―1921 ,
State University of New York Press, Albany,１９８１, p.５１.より作
成。
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に基づきこのような不熟練の作業員あるいは単能

工である機械操作工や組立工が大規模に出現した

が，そうした事実をもって直ちに管理単位として

の職務が成立したということにはならない。すな

わち，１９１３年時点で，すべての機械操作工と組

立工が熟練度等級制度において C等級に分類さ

れ，１９１７年時点ではフォード社工場の総労働者

の過半数を占めるまで増大した機械操作工と組立

工は単能工という一階層に分類されているが，そ

うした分類が管理単位としての機能を果たすとは

考えにくい。わずかに熟練度等級制度において各

等級の下位区分が設定されているものの，機械工

や組立工を構成する作業の内容に即した詳細な分

類はなされていない。さらに，各等級の下位区分

から上位区分への昇進や職種の転換についても基

準や規則が明確ではない。労働者の配置や昇進・

昇給に関してこうした客観性が確保されていない

ため，職長の管理権限や裁量・恣意性を排除する

ことはできない。

２―１―２．フォード・システムと作業の細分化

フォード社において，機械化と分業の進展がど

れほど徹底的に行われたかは H．フォードによる

後年の著書で知ることができる。そこでは，ハイ

ランドパーク工場において「静止組立て」（sta-

tionary assembling）から１９１４年にコンベヤー・

システムとしての流れ作業組織である「移動組立

法」（moving assembly method）に移行するのに

ともない作業が細分化され，その作業は７８８２種

にもなることが示されている。その作業数の多さ

はもとより，注目すべきはその作業の多くが単純

化・不熟練化されたものであることが推測される

ことである。各作業の内容や賃率，さらに充当さ

れる労働者数などの詳細な情報は知ることができ

ないが，作業の単純化・不熟練化が進行している

ことは，作業が要求する労働者の身体的な条件を

見ることにより理解することができる。

それによれば，ハイランドパーク工場の７８８２

種の作業のうち，９４９種は身体的に完全な労働者

を要求する重作業であるが，それを除く軽作業

６９３３種のうち，通常の体力の労働者を要求する

作業は３３３８種，肉体的な力を必要としない虚弱

な労働者で可能な作業は３５９５種ある。しかも，

完全な身体的能力を必要としない作業はそのうち

４０３４種あり，その内訳は，両足のない労働者で

可能な作業６７０種，片足のない労働者で可能な作

業２６３７種，両腕のない労働者で可能な作業２種，

片腕のない労働者で可能な作業７１５種，盲目の労

働者で可能な作業１０種がある１６）。

このように，ハイランドパーク工場における作

業は徹底的に細分化されており，単純化・不熟練

化されていることを推測することができる。そこ

に，スミスの指摘する労働の生産力の増大を目的

とする分業の技術的側面を見ることができる。さ

らにこの事例では，バベッジの指摘する分業によ

る労働力の低廉化，すなわち分業の経済性という

分業の社会的側面が端的に具現化されていること

を推測することができる。もとより，こうした作

業の細分化は直ちに職務の成立を意味するもので

はないが，職務が細分化された作業に起源を有

し，その形成の過程で分業の技術的側面ととも

に，分業の社会的側面に規定されることを理解す

る必要がある。

２―２. 職種の解体に対する労働組合の対応

２―２―１. 職種の解体とアメリカ労働総同盟

自動車産業において旧来の職種が解体され，作

業が細分化されてゆく過程で，労働組合はどのよ

うな対応をしていたのであろうか。

表４ フォード社の作業の種類

重作業（heavy work）
強壮で身体的に完全な労働者（strong, able-bodied
and practically Physically perfect men） ９４９種

軽作業（the slightest jobs）
通常の体力の労働者（men of ordinary physical
development and strength） ３３３８種

虚弱な労働者（the slightest,weakest sort of men） ３５９５種

軽作業６９３３種のうちの４０３４種の内訳

両足のない労働者（legless men） ６７０種

片足のない労働者（one-legged men） ２６３７種

両腕のない労働者（armless men） ２種

片腕のない労働者（one-armed men） ７１５種

盲目の労働者（blind men） １０種

出典：Henry Ford, My Life and Work , Garden City Publishing Co.,
Inc., New York, 1922, pp.108―109. より作成。
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もとより，この時代には労働組合は未だ合法化

されていない。したがって，この時代の自動車産

業では経営者は労働組合をいっさいみとめておら

ず，それはフォード社においても例外ではない。

ことに生産性の向上が経済的な繁栄をもたらすと

考える H．フォードは，労働者の雇用維持のため

に，雇用機会を失うことになりかねない生産性の

向上を抑制しようとする政策と運動を展開する労

働組合の存在には強硬に反対し，オープン・

ショップ攻撃により徹底的に排除している１７）。

したがって，フォード社における労働組合の対

応に関しては個別具体的な検証はできない。その

ため，当時のアメリカ産業社会における労働組合

の二大潮流である「アメリカ労働総同盟」（Ameri-

can Federation of Labor : AFL）と「世界産業労働

組合」（Industrial Workers of the World : IWW）

の運動を概観することにより自動車産業における

労働組合の活動の理解に迫りたい。

AFLは，１８８６年１２月８日にオハイオ州コラム

バスにおいて，サミュエル・ゴンパース（Samuel

Gompers,１８５０～１９２４）を会長として，１８８１年に

インディアナ州テレホートで結成された「アメリ

カ合衆国・カナダ職能労働組合連盟」（Federa-

tion of Organized Trades and Labor Unions of the

U.S. and Canada : FOTLU）を改組して発足した。

AFLは，１８８６年の発足当時より，移民を主と

した増大する不熟練労働者に対して，熟練労働者

の地位と利益の確保を目指す排他的な職業別労働

組合の全国的連合体であり，AFLに組織された

組合は，何よりも熟練労働者により構成されてい

た。それゆえに，AFLはもっぱら熟練労働者の

特技と利益を基盤とする職業別労働組合の擁護と

いう観点からのみ運動に携わることになる。

もとより，AFLのそうした対応はフォード・

システムに先立つテイラー・システムに対しても

同様の傾向がある。テイラー・システムにおいて

は，「計画と実行の分離」がその基本的特徴と考

えられている。テイラー・システムのそうした基

本的特徴については当時，明確に認識されていた

わけではなかった。まして，統制権に対する蚕食

が職業別労働組合の反対運動の方針となりうべく

もなかった。それにもかかわらず，早い時期か

ら，AFLの指導者 S．ゴンパースや国際機械工組

合の委員長 J．オコンネルなど当時の労働組合の

指導者は，テイラー・システムが職業別労働組合

の編成原理にとって打撃となることを認識してい

た。テイラー・システムが熟練労働者のもつ生産

過程上の熟練の秘密に迫るものだったからであ

る。それゆえ，職業別労働組合は激しい反対運動

を繰り広げた。ところが，それは熟練労働者の地

位と利益の確保を目指す排他的運動に終始するも

のであった。そのため，第１次世界大戦への参戦

時など労働の生産力の増大が必要とされる時期に

は，そうした正当性のある要求の前に譲歩せざる

を得なかったのである１８）。

まして AFLは，この時期フォード・システム

や職種の解体などに対して，有効な対抗手段をも

ち運動を展開することはなかった。AFLを構成

する一組合である「馬車・自動車労働者組合」

（the Carriage, Wagon and Automobile Workers’

Union）などの熟練職業別組合は自動車産業で組

織化の努力を開始していたが，経営者のオープ

ン・ショップ攻撃に対抗することはできなかっ

た。

２―２―２．職種の解体と世界産業労働組合

IWWは，１９０５年６月２７日にシカゴにおいて，

労使協調を主張しストライキなどの活動には否定

的な AFLの保守的な傾向に反対していたユージ

ン・ヴィクター・デブス（Eugene Victor Debs,

１８５５～１９２６）などの労働運動の指導者や AFLか

ら排除されていた社会主義者・無政府主義者に

よって結成された。その創立大会のアピールで

「労働者階級を苦しめる一般的な経済上の弊害は，

一般的な労働者階級の運動によらねばこれを除去

することはできない」１９）と述べているように，

AFLから排除されていた不熟練労働者や季節労

働者，移民労働者，アフリカ系アメリカ人労働者

などの未組織労働者の組織化を積極的に行い，繊

維産業でのストライキを初めとして１５０をこす大

規模なストライキを実施している。

IWWは，１９１２年にマサチューセッツ州ローレ

「職務」の成立と労働組合

51



ンスで繊維産業労働者の２３,０００人を動員したス

トライキを行っている。それは，アメリカ史上最

も有名なストライキの一つであり，IWWが指導

した最大のストライキである２０）。それに続いて，

中西部の諸都市の自動車産業や関連産業の不熟練

労働者の組織化を精力的に行っていた。その活動

は，１９１３年２月のオハイオ州エイクロンのゴム

工場での大規模な自発的ストライキを端緒として

始まった。その戦闘的で時には暴力的なストライ

キは，フォード社に供給しているタイヤメーカー

であるファイアストーン社，グッドイヤー社，

グッドリッチ社などのタイヤ工場で１５,０００人か

ら２０,０００人のアメリカ人労働者および移民労働

者が参加して行われた。このストライキが不首尾

に終わった３月には，IWWの指導者は自動車産

業労働者を組織化するためにデトロイトに進出し

た。

IWWの自動車産業労働者の組織化活動は，デ

トロイトでは，フォード社ハイランドパーク工場

の門前から始まった。１９１３年４月末，組合指導

者は工場の前で大規模な路上討議を組織してい

る。IWWの関心は，デトロイトの他の自動車工

場にも移り，６月にはスチュードベーカー（Stude-

baker）社工場などで６,０００人が参加するストラ

イキが起きている。ストライキは不首尾に終わっ

たが，ストライキに対する警察の暴力的な弾圧，

組合指導者とストライキ参加者の逮捕，それらに

対するストライキ参加者の大規模な示威行動は，

デトロイトにおける社会的な関心の水準を一挙に

高めた２１）。

フォード社にとって，こうした IWWの活動は

脅威であったことは間違いなく，IWWによる

フォード社労働者の組織化に対しては徹底的に

オープン・ショップ攻撃で対抗している。した

がって，IWWはフォード・システムや職種の解

体などに対しては具体的に有効な対応はできてい

ない。しかも，IWWは政治活動や革命的組合主

義をとったため，政府の圧力と内部対立によりま

もなく１９２４年には分裂することになる。しかし，

大量生産体制のもと産業合理化運動により促進さ

れた不熟練労働者の大量創出に対応して，１９３０

年代の産業別組合への運動の基盤を築いた２２）。

３．「職務」の経済的支配構造と労働組合

３―１．「職務」の経済的支配構造

１９１０年代におけるフォード・システムによる

徹底した機械化・分業化の結果，職種の解体を前

提に工場現場には細分化され不熟練化された作業

が大規模に出現した。そうした作業に職務の技術

的分業構造の形成の側面を見ることができる。し

たがって，その限りで職務の原基形態としての理

論的・歴史的な意義をみとめるものである。しか

し，それをもって管理単位としての職務が成立し

たと考えることはできない。管理単位としての職

務は，１９３０年代後期の自動車産業における産業

別労働組合の確立による大量の不熟練労働者の問

題に対する労働組合側の実践的な対応策にその成

立の契機があると考える。

アメリカ産業社会において，管理単位としての

職務は，一般的には，観察および研究により特定

の職務の性質に関する適切な情報を決定し報告す

るための手続きである「職務分析」により，職務

を構成する課業，その職務を遂行するために従業

員に必要な熟練，知識，能力，責任，他の職務か

ら区別される要因などを決定することにより，以

上の内容を実務的に書式化した「職務記述書」と

ともに管理的客観性を確保することに寄与すると

考えられている。さらに，「職務評価」により，

複数の職務相互の相対的評価が行われ，職務に対

する序列づけがなされることになる。職務は企業

内部の序列を端的に現す経済的支配構造の側面を

持つことになるのである。それゆえ職務を形成す

る「職務評価」など，ほぼ１９５０年代までに確立さ

れた管理技術は，人事管理・労務管理の他の管理

技術・制度がそうであるように，労働者に対する

搾取・抑圧・支配の機能を端的に示している２３）。

M．アグリエッタ（Michel Aglietta）＝A．ブレン

デール（Anton Brender）の次の指摘は，企業内

の職務の序列付けが既存の社会秩序・社会階層を

反映するものであり，それを企業内で再生産する

ものであることを示唆している。
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「……企業は社会組織の原型である。というの

も，企業は，職能と職務の差異化，技術的制約と

管理規則の非人格的形態でのヒエラルキー的関係

といった，勤労者を差異化する決定的な様式を含

んでいるからである。企業組織は社会的ヒエラル

キーの担い手である。職務権限のさまざまな地位

は，賃労働者大衆を階層化された階級のシステム

へと転換させるネットワークをなしているのであ

る。

このランクづけは，すでに存在する自然的差異

を名目的にさし示すのではない。それは，比較的

安定したさまざまな人間集団をたがいに存続さ

せ，位置づける社会的過程である。というのも，

これらの集団は，企業において差異化され，組織

だてられた諸実践の隠された部分だからである。

このランクづけは，二重の側面を持っている。ヒ

エラルキー化された諸種の機能と活動をランクづ

けるという側面と，社会的階層をランクづけると

いう側面がそれである」２４）。

こうした示唆に見るように，職務は経営におけ

る階層的秩序を反映するものである。すなわち，

それは，資本の運動を保障するための専制的支配

機構の秩序体系に照応するものであり，したがっ

て資本の権威を端的に示すものでもある２５）。し

たがって，そこに職務の垂直的分業構造の側面を

見ることもできるであろう。しかし，問題はこう

した職務の経済的支配構造の側面は，どのように

して形成されたのかということである。ここで

は，その形成への労働組合運動の関与の重要性を

指摘しておきたい。

３―２．職務規制と労働組合

３―２―１．労働力需要の変動と自動車労働者組合

職務の成立には，一面で先述の技術的な分業

が，他面で労働組合運動がかかわっている。１９３０

年代後半の自動車産業における職務規制組合主義

（Job Control Unionism）という労働組合の政策

と運動がそれである。ここではそれに先立つ

１９２０年代のゼネラル・モーターズ社（General

Motors Company : GM）の労働問題とそれへの

労働組合の対応を見てみよう。

この時期の GM社を特徴づけるのは，フォー

ド社との独自の対抗戦略である。ハーバード・ビ

ジネススクールの R．S．テドロー（R.S.Tedlow）

は，次のように指摘している。

「アルフレッド・P・スローン・ジュニア（Alfred

Pritchard Sloan, Jr.１８７５～１９６６）は，ヘンリー・

フォードに立ち向かったとき，モデルＴをしのぐ

性能の車を作ろうとはしなかった―フォードは，

この種の車としては，これ以上望みようもない最

高の車を作ったのであった。スローンは，『どん

な財布にもどんな目的にもあった車』すなわち価

格ピラミッドと年々のモデルチェンジによって，

自動車市場全体を変えてしまおうとした」２６）。

このように，この時期の GM社の基本戦略は，

価格ピラミッドに基づくフルライン戦略とアニュ

アル・モデルチェンジの２つである。

ことに後者の問題は，自動車産業労働者の雇

用・労働の問題に大きな影響を及ぼした。すなわ

ち，アニュアル・モデルチェンジは，自動車生産

に年間における時期的な変動をもたらしたのであ

る。４～５月の生産の集中期には大量の労働力を

必要とし，１１～１２月の縮小期には大量の解雇を

発生させた。このことを可能としたのは，デトロ

イトを中心とする自動車産業集積地における大量

の不熟練労働者の存在である。彼らには雇用の保

障はなく，雇用・一時解雇・解雇についての基準

も規則もなく，まして一時解雇された労働者の再

雇用についての基準も規則もなかった。労働者の

雇用上の身分は，もっぱら工場において絶対的な

権限を持つ職長の裁量にゆだねられていたのであ

る。

こうした事態に労働組合はどのような対応をし

たのであろうか。この時期の自動車産業を代表す

る労働組合は，１９２０年に最大４５,０００人を組織し

ていた自動車労働者組合（Auto Worker’s Union :

AWU）である。同組合の前身は，AFLを構成す

る組合であったが，その労使協調路線や排他的な

職種別労働組合主義を批判し，１９１８年に AFLか

ら除名され独立した。それゆえ，AWUは産業別

組合主義を基本原理としていたと考えられる。し

かし，その主要な組合員は AFL加盟当時の塗装
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工や板金工など無力化されつつあった熟練労働者

であり，当時急速に増大していた不熟練労働者や

移民労働者の組織化に取り組んだとはいえ，自動

車産業における経営側のオープン・ショップ政策

により成功してはいない。したがって，AWUは

職種の解体，作業の細分化，労働力の不熟練化と

いう先述の労働組合が解決できなかった問題に対

してのみならず，GM社の提起したアニュアル・

モデルチェンジに伴う上記の新たな問題に対して

も有効な対応をとることができなかったと考えら

れる２７）。

３―２―２．職務規制と全米自動車労働組合

アニュアル・モデルチェンジに伴う労働者の雇

用上の問題に対して後年，労働組合は，先任権規

則（seniority rule）で対応できるようになる。先

任権制度とは，解雇・一時解雇および一時解雇後

に再雇用が行われる場合，その対象となる労働者

の人選にあたって，企業によりその適用範囲は異

なるが概ね当該職務もしくは当該事業所あるいは

当該企業単位において勤続期間の長短を基準と

し，勤続期間の長い労働者を優遇する制度であ

る。例えば，企業において解雇・一時解雇の必要

がある場合，勤続期間の短い労働者からその対象

者となる。逆に，再雇用の必要がある場合は，勤

続期間の長い労働者からその対象者となる。それ

ゆえ，先任権は優遇される労働者にとっては，労

働協約上の法的な権利となる。解雇・一時解雇・

再雇用は，こうした正式な基準・規則に基づいて

行われるということになる。しかも，先任権は解

雇・一時解雇・再雇用の基準・規則であるのみな

らず，職務配置や昇進などにおいても基準・規則

としての意味を持つ２８）。したがって，従来，解

雇・一時解雇・再雇用や職務配置・昇進に関して

職長が持っていた権限や自由裁量は，先任権制度

により大幅に制限され，恣意性は極力排除される

ことになる２９）。

先任権制度において，とくに当該職務での勤続

期間が基準となる場合，解雇・一時解雇・再雇

用・職務配置・昇進などが先任権に基づいて効果

的に行われるには，その前提として労働者が適切

に従事することのできる職務が予め体系的に準備

されていなければならない。そうした職務の体系

を支援するための管理技術が職務分析や職務評価

である。

ことに職務評価は，職務相互の相対的価値の決

定を行うための人事管理の技術である。テイ

ラー・システムが，時間・動作研究に基づき，課

業すなわち一日の標準作業量という作業時間や作

業量という量的必要要件を確定しようとしたのと

対照的に，職務分析は，職務に必要な技能や能力

など質的必要要件を確定し，職務評価はその観点

から，職務間の相対的価値づけを行い，職務間の

序列を確定するための管理技術である。しかし，

それは１９３０年以前には一部の例外を除いてアメ

リカ産業社会で見ることができない３０）。それゆ

え，管理単位としての職務の成立は，こうした先

任権の確立を契機とするものであると考えなけれ

ばならないであろう。M．J．ピオレ（Michael J.Pi-

ore）＝C．F．セーブル（Charles F.Sable）は次のよ

うに指摘する。先任権規則は，職務の細分化，職

務評価に対する関心の増大，賃金と職務規定との

関連に寄与した。S．H．スリクター（Sumner H.

Slichter）らは職務評価の広範に行われるように

なった時点を１９３０年代後半に求め，この始まり

の契機を産業別組合の勃興に帰している。彼らに

よれば，経営者は組合によって組織化された職場

においては，職務評価が労使関係の安定に役立つ

ことに気づいたということになる。組合が不在の

場合には，職務評価は賃金の不公正によって組合

の設立が促されることを防止するのに役立っ

た３１）。

職務の細分化と職務評価は，先任権規則によっ

て促進されたのと同時に，労使関係における多様

な底流に乗って進行した。

自動車産業でこうした先任権制度を確立させた

のは，１９３５年８月２６日に創設された全米自動車

労働組合（United Auto Workers : UAW，正式名

称は International Union, United Automobile,

Aerospace and Agricultural Implement workers of

America，全米自動車・航空宇宙・農業機器労働

組合）である。もとより，先任権制度はこうした
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産業別労働組合が大企業の反組合政策に対抗し，

組織化を進めてゆくなかで，組合員への公正で平

等な取り扱い，雇用の保障を獲得する手段として

労働者・労働組合が要求し，多くの犠牲を払って

勝ち取った成果である。先述のM．J．ピオレ＝C．

F．セーブルは，この点に関して次のように指摘

している。「新しい労働運動は，雇用保障問題に

ついてなんら確かな解決方法を用意していなかっ

た。理念上では，この新しい労働運動において

も，労働者に対する雇用の保障が念頭におかれて

いた。しかし世界大恐慌のさなかでは，それもや

はり不可能であった。こうして労働者は，それに

代わって仕事配分上の公平なシステムを求めた。

これは，経営者が労働者をえこひいきしたり，仕

事の配分を利用して，労働者を分断し，組合を破

壊しようとするのを押し止めるためのものであっ

た。１９３０年代後半の労働運動は，ワーク・シェ

アリングから，先任権またはその時々の必要度に

沿ったレイ・オフ制，あるいはこれらを組み合わ

せたものにまでおよぶさまざまな方法を試み

た」３２）。

先任権制度に基づき UAWは，後年，職務規制

組合主義という政策に基づく運動を行っている。

H．C．カッツ（Harry Charles Katz）によれば，職

務規制組合主義は次のように定義されている。第

１に，細分化された多数の職務区分が存在し，職

務は昇進経路ともなる下位職務から上位職務まで

階層化されており，各職務にはそれぞれ時間賃率

が設定されている。すなわち職務給の存在があ

る。第２に，階層化されている各職務の職務内容

が明確に規定されている。第３に，解雇・一時解

雇・再雇用・職務配置・昇進，さらには年金や失

業手当，その支給期間などの水準に対して先任権

規則が適用されている。第４に，労働者の苦情・

不満を解決するための準司法的な手続きである苦

情処理制度（grievance procedure）が導入され，

職場段階の労使関係の安定化や生産性の安定化が

はかられている３３）。

苦情処理制度については，主として締結された

労働協約の解釈・適用をめぐる労働者の不満を解

決する準司法的な手続きであり，労働組合がスト

ライキを行うことを抑制することへの代償とし

て，第２次世界大戦中に要求したものであるた

め，ここでは除かなければならない。しかし，

１９３０年代末の先任権を基盤とする客観的で公正

な規則により職場を規制しようという労働組合の

主体的な運動が，管理単位としての職務の成立の

契機となったことは間違いないことである。

４． 管理単位としての「職務」の意義

４―１．「職務」の否定的な問題

管理単位としての職務は，１９１０年代の自動車

産業における大量生産体制の確立による職種の解

体や，その結果としての大量の細分化され不熟練

化された作業にその原基形態を求めることができ

る。さらに，１９３０年代後期の自動車産業におけ

る産業別労働組合の要求を契機に成立したと考え

られる。そうした職務は，１９５０年代以降，職務

分析，職務記述書，職務評価など人事管理上の諸

技術の発達とともに，製造業以外のアメリカの諸

産業へ普及し，細分化された職務は広くアメリカ

産業社会を特徴づける要因となってゆく。

もとより，労働組合の要求を契機に成立した職

務であるが，労働者にとって問題がないわけでは

ない。その典型としてあげられるのは，GMの最

新工場であるオハイオ州のローズタウン（Lord-

stown）工場で，１９７２年３月４日から２５日まで

２２日間行われたストライキである。それは，同

工場での労働強化の問題と，労働者の従事する職

務の内容が単調であり無内容であるという職務不

満（job dissatisfaction）の問題に起因している。

ストライキの結果，１９７４年には，GM社に職務再

編（job redesign）などの QWL（Quality of Work-

ing Life）が導入されている。同様の問題で１９７９

年には，フォード社に問題解決チーム（problem

solving team）など EI（Employee Involvement）

が導入されることになった。こうした職務不満へ

の対応に端を発する労働の人間化（humanization

of work）は，アメリカ産業社会の焦眉の課題と

なってゆく。さらに，１９８０年代以降，職務に本

質的に付随する硬直性が問題となっている。この
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ような状況に基づき，細分化された職務に替わり

チーム労働制などが議論されてきている。人的資

源管理（Human Resource Management : HRM）

はこうしたことを背景に従来の人事管理に替わり

登場した３４）。

４―２．「職務」成立の意義

現在に至るまで，職務やそれに基づく職務統制

の硬直性に関し議論がなされ，批判がなされてき

ている。しかし，ここでは職務の成立におけるそ

の歴史的な意義，とりわけ労働者・労働組合に

とっての意義について確認しておきたい。

第１に，職務の成立は，自動車産業において大

量生産体制が確立し，従来の職種が解体されるな

かで，細分化され不熟練化された作業に従事する

ことを余儀なくされた労働者が自らに対する公

正・公平な処遇を求めた１９３０年代後期における

労働者・労働組合運動の成果であったということ

である。労働組合はそうした職務を経営者側との

団体交渉により再定義し，先任権その他の条件に

ついても変更することを可能とする体制を築い

た。それは，ニューディール型労使関係と評価さ

れているが，労働者・労働組合による職場統制の

実践としての意義をみとめることができる。

第２に，管理単位としての職務の成立と職務を

中心とする管理の実施により，賃金，労働時間，

労働内容，解雇・一時解雇・再雇用その他の処遇

に関して規則化されることで管理的客観性が一定

程度確保され，そのことに関する管理・監督者の

権限や裁量が制限され，恣意性が排除されること

になる。もとより，管理・被管理という状態にお

いて管理の客観性は達成されうべくもないが，少

なくとも上記の問題について規則化することが客

観性を確保することの前提となると考えれば，当

時の労働者・労働組合が規則化や管理の客観性を

確保する要求運動に取り組んだことは，客観的な

管理制度の確立それ自体にとって意義のあること

である。さらに，その確立に労働者・労働組合が

関与する必要のあることを認識し経験したことは

意義のあることと考える。

第３に，職務の成立と職務を中心とする管理の

実施は，自動車産業だけでなく，広くアメリカ産

業社会に普及してゆく。このことは，それぞれの

企業であるいは産業で管理の客観性を確保する試

みが進展してゆくことを意味している。しかも，

このことは同時に，同様の管理制度のもとで賃金

や労働時間などの労働条件の水準が決定される労

働者が，産業内であるいは産業をこえて大規模な

範囲となることを意味する。それゆえ，労働条件

の水準の決定に対して，大規模な範囲の労働者の

要求を反映させることが可能となる。そこに職務

の成立の意義をみとめたいと考える。

注
１）拙稿，「アメリカにおける『職務』概念と人事管理」，
『専修ビジネス・レビュー』Vol.１１No.１，専修大学商
学研究所，２０１６年３月，３９～４９ページを参照のこと。

２）さらに，それを基盤に編成される組織の効率の観点
や，労働力の流動性を前提とするアメリカ産業社会に
おいては細分化され限定された職務が，それに包摂さ
れる情報が制約されるために従事する労働者の教育訓
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